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住宅地タイプに着目した都市拡散の実態と撤退・集中の可能性

一人口減少時代の都市構造再編に向けて一
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近年、都市コンパクト化が注目され、わが国においてもさまざまな行政主体で推進されている。しかし、現在でも都市は拡散し続け

ており、それに伴って環境負荷も増大し続けていると考えられる。このことから本研究では、どのような住宅地に都市コンパクト化施

策を行なうことが環境負荷低減に重要であるのかを明らかにするために、交通環境負荷の指標である自動車燃料消費量に着目し、実際

に住宅地開発等が行なわれる住宅地レベルでの経年的な自動車燃料消費量の変化を住宅地タイプを用いて分析をおこなった。分析の結

果、都市のタイプや土地利用規制の違いによって自動車燃料消費量の増減には違いがあることを明らかにすることができた。
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1.はじめに

近年、モータリゼーションの進展などから人々の行動

範囲は広がり、都市は無秩序に拡散し続けてきた。この

結果、人々の日常生活における自動車への依存が更に高

まり、交通環境負荷は更に増大し続けている。

そこで近年、これらの問題を解決するために長期的な

観点から都市の拡散を抑制し、人口密度を高くすること

によって、都市を効率的でかつ環境負荷の低い持続可能

なものにするコンパクトシティという考え方が注目され

ており、これまで都市スケールでのコンパクトシティの

効果は明らかにされてきた文1)・文2)。また、わが国で

も国土交通省の社会資本整備審議会答申文3)においてコ

ンパクトシティ推進の重要性が明記され、自治体レベル

においても様々な行政主体で推進が表明されている文4)。

このような流れから、実際の政策に対応出来るよう、町

丁目単位の細かいスケールで都市コンパクト化政策を評

価する研究文5)もなされており、シナリオにより個々の

都市コンパクト化施策を行うことによる、将来の都市全

体の環境負荷の変化も明らかにされてきた文6)。

しかし、これまで都市コンパクト化を様々な行政主体

が推進しているものの、現状では都市の拡散が進行し続

けており、多くの都市が都市コンパクト化とは正反対の

方向に進んでいる。また、現在わが国の人口はピークを

迎えていると言われているが文7)、今後人口減少社会を

迎えるに当たって、人口密度の低い住宅地が今よりも更

に増加する可能性もある。このようなことから、都市コ

ンパクト化を進めるには、まずどのような住宅地で人口

が増減し、交通環堤負荷が変化しているのかという現在

の状況を把握することが必要である。しかし、これまで

交通実態の経年的動向については、多くの蓄積がなされ

ている文8)が、町丁目単位の細かいスケールで交通環境

負荷に着目して行われた分析はなく、また、全国的な都
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市拡散の現状を踏まえた、交通環境負荷の変化について

も明らかにされていない。

そこで本研究では、これまでの交通環境負荷の変化を

住宅地レベルで明らかにするために、先行研究により設

定が行われている住宅地をタイプ別に分類する方法文6)

を使用し、2時点のデータを用いて分析することで、そ

の住宅地タイプの経年的な変化から交通環境負荷の変化

を明らかにする。さらに、特徴ある住宅地タイプに着目

して、その公共交通や路面電車などをはじめとするイン

フラの整備状況、および地区の人口構成変化と人口密度

変化の対応に言及し、都市拡散の実態とそれぞれの住宅

地の今後の撤退・集中戦略を議論するための材料を提供

する。そして、都市コンパクト化実現と環境負荷低減の

ためにはどのような住宅地で人口密度をコントロールす

ることが効果的であるのかを考察することを目的として

いる。

2.本研究の特長

本研究では、全国都市パーソントリップ調査(以下、

全国PT調査)の調査区画を単位として先行研究文6)に

おいて分類を行なった住宅地タイプの考え方を用い、交

通環境負荷の変化を明らかにする。住宅地タイプとは全

国の住宅地に対して、その住宅地の基礎的な情報(都市

タイプ、土地利用規制、人口密度、最寄り駅までの距離、

最寄り駅の列車本数、都心までの距離)を収集するだけ

で住宅地の種類が判別出来るものである。

本研究の特長を以下に挙げる。

1)人口密度の変化や交通環境負荷の変化等の住宅地の

変化を経年的に分析を行なっており、今後の住宅地

の変化の方向性について考察することが出来る。

2)実際の住宅地開発が実施されている住宅地レベルで

分析を行い、人口密度の変化や交通環境負荷の変化

を明らかにしているため、実施の事業に直結した議

論が可能である。

3)全国の都市から調査区画としてランダムサンプリン

グされている全国PT調査の調査区画を調査対象と

するため、全国様々な住宅地を対象に分析を行なっ

ている。

4)詳細な町丁目スケールでの分析に耐えるよう社会基

盤の整備状況や人口構成変化に関する考察のための

多様な関連情報を導入している。

一方で本研究では、全国PT調査の調査区画を調査対

象とするため、詳細な分析を行なうことが出来るのは基

本的に市街化区域内である、という限界もある。

3.使用データ

本研究では、住宅地タイプを用いて経年的な分析を全

国規模で行なう。そのため、全国の様々な都市から各都

市約30の地区(町丁目レベル)が調査区画としてラン

ダムサンプリングされている平成4年の第2回全国PT

調査、平成11年の第3回全国PT調査のデータを使用

する。全国PT調査の調査対象地区は、商業地域や工業

地域等も含めた様々な用途地域の地区が調査対象とされ

ており、また、その面積は数haから数100ha(中央値

は約29.3ha)である。この広さは、市街地開発事業や

地区計画等実際の都市整備事業が行われている地区の単

位とほぼ一致している。そこで、本研究ではこの調査区

画を住区と定義し、分析に用いる。

なお、5.で経年的な分析を行なう際は、第2回全国

PT調査、第3回全国PT調査の2時点共に全国PT調

査が行われた住区を分析対象とし、最終的に49都市

1,060住区で分析を行なっている。

また、住宅地タイプの設定には、第2回全国PT調査を

用い、交通環境負荷指標である自動車燃料消費量と関連

が深い各住区特性を用いて分類を行なうが、住区特性は

全国PT調査に付随して調査されている住区データや独

自に都市計画地図から読み取った土地利用規制の情報を

使用する。ただし、第2回全国PT調査は全国78都市

の2,388箇所の住区で調査がなされているが、都市計画

地図からのデータ読み取りに際し、地図上から必要な情

報(調査対象住区の正確な位置、用途規制状況等)が得

られない都市・住区は分析から除外しているため、最終

的には住宅地タイプの設定にあたっては、70都市の

1,996住区、57,243人を分析対象としている。

4.住宅地タイプの設定方法

住宅地タイプの設定にあたっては、先行研究文6)にお

ける分類方法を参考に行なった。まず、住宅地タイプの

設定には、実際にコンパクト化を行う際にコントロール

可能であると考えられる住区特性のうち、自動車燃料消

費量に関連のある住区特性を分析により明らかにし、そ

れらの住区特性を分類指標としている(人口密度、最寄

り駅までの距離、最寄り駅の列車本数、都心までの距

離)。さらに土地利用をコントロールする要素として政

策検討の際に重要である土地利用規制の情報、各住区が

該当している都市のタイプの情報を加え、これらの6つ

の住区特性をそれぞれ自動車燃料消費量に差が見られる

ように分割を行い文5)、表4--1に示す先行研究之6)と

同様の住宅地タイプ分類指標を設定している。

そして次に、その設定を行った都市タイプ4通り、人

口密度4通り、土地利用規制16通り、最寄り駅までの

距離2通り、最寄り駅の列車本数2通り、都心までの距

離3通りの分類指標を組み合わせ、合計3,072種類に対

象住区を分割する。しかし、その3,072種類では各分類

間において自動車燃料消費量は大きく異ならず、似たよ

うな住区をまとめているとは言えない。そのため、各分
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表4-t住宅地タイプの分類条件文6)

    分類条件区分

    都市タイブ1:大都市圏中心都市(CM)    2:大都市圏衛星都市(SM)
    3:地方中心都市(CL)
    4:地方都市(LL)

    人口密度1:50人/ha未満    2:50人/ha以上100人/ha未満
    3:100人/ha以上150人/ha未満
    4:150人/ha以上

    土地利用規制調整:市街化調整区域の占める割合1:25%以上50%未満
    2:50%以上75%未満
    3二75%以上

    低住:低層住宅専用地域の占める割合ll60%以上90%未満    2:90%以上

    高住:中高層住宅専用地域の占める割合1:60%以上90%未満    2つ0%以上
    住居:住居地域の占める割合60%以上
    近商二近隣商業地域の占める割合60%以上
    商業:商業地域の占める割合60%以上
    準工:準工業地域の占める割合60%以上

    工業:工業・工業専用地域の占める割合60%以上
    住商:住宅系・商業系混合住区

    混在住区住混:住宅系用途の指定割合が最も大きい住区    商混:商業系用途の指定割合が最も大きい住区
    工混:工業系用途の指定割合が最も大きい住区

    交通条件最寄り駅までの距離近:1km未満    遠:1kn1以上

    最寄り駅の列車本数少:114本未満    多:114本以上

    都心までの距離1:L6km以内    2:1.6km超5kn1以内

    3:5km超

類間において自動車燃料消費量が大きく異なるように、

自動車燃料消費量と各住区特性の関係を細かく分析5)

した上で似通った特性をもつ住区をまとめていき、最終

的に表4--2に示す135の住宅地タイプを設定している。

そして135種類の住宅地タイプを、都市タイプ別に

大きく4つに分け、それぞれの都市タイプの中で住宅

地タイプに該当する住区の平日1人11自動車燃料消費

量の平均が大きい順に住宅地タイプを並べた後、都市タ

イプが大都市圏中心都市(Centra1Cityin

MetropolitanArea:CM)である住宅地タイプには
「CM1」～「CM22」、大都市圏衛星都市(Satellite

CityinMetropolitanArea:SM)である住宅地タイプ
には「SM1」～「SM36」、地方中心都市(Central

CityinLoca1Area:CL)である住宅地タイプには

FCLI」～rCL40」、地方都市(LocalCityinLocal

Area:LL)である住宅地タイプにはrLL1」～

「LL37」という番号を割り当てている。

なお、3,072種類から135種類に分類する際、列車本

数や都心からの距離等の分類条件により細かく分類しな

くても似通った特性をもつ住区をまとめることが可能で

ある場合は、列車本数や都心からの距離等の分類指標に

より分類を行っておらず、そこを表4-2では"一"と

している。つまり、"一"の部分があるのは、自動車燃

料消費量という支配的な要因があるために、住宅地タイ

プ間で自動車燃料消費量が大きく異なるように分類する

ことを優先する、という論理的な分類を行っているため

である。また、表4-2に示している住区数は住宅地タ

イプ設定時の住区数ではなく5,以降の経年的な分析の

際に分析対象としている住区数を示している。

そして平日1人1日自動車燃料消費量については、全

国PT調査のトリップデータを用いて個人の自動車移動

距離と自動車旅行時間を基に推計する方法文2)により各

住区の自動車燃料消費量を算出し、各住宅地タイプに該

当する住区の平均値をその住宅地タイプの平日1人1日

自動車燃料消費量としている。ただし、先述のように、

住宅地タイプは各住区特性と自動車燃料消費量との関係

を分析し似通った住区を集約出来るように分類したため、

住宅地タイプ間の自動車燃料消費量の分散が最大に、各

住宅地タイプ内での自動車燃料消費量の分散が最小にな

るように設定している5)。また、人口密度についても

住宅地タイプごとに該当する住区の平均値を各住宅地タ

イプの人口密度としている。

5.住宅地タイプを用いた自動車燃料消費量の変化分析

5.1分析方法

まず、調査対象住区の平成4年、平成11年の2時点

での住宅地タイプを各調査対象住区の住宅地特性を用い

て判別し、その住宅地タイプの経年的変化を明らかにし

 た。

本研究では住宅地レベルでの交通環境負荷の推移を明

らかにするため、人口密度の変化は非常に重要である。

そこで、住宅地タイプの分類条件のうち人口密度に着目

し、人口密度の変化により住宅地タイプが変化したもの

にっいて分析を行なうこととしている。

なお、厳密に周辺部の土地利用等の影響を考慮し交通

環境負荷の変化を明らかにするのであれば、複雑な交通

モデルや土地利用モデルを用いる必要があるが、本研究

は全国的な傾向を明らかにするものであるため、そのよ

うな方法を用いて分析するのは難しく、また、そこまで

の精度を必要としている分析ではないため、住宅地タイ

プを用いて分析を行っている。

5.2分析結果

2時点で共に調査対象となった住区は1,060住区あっ

たが、そのうち約1割である97住区で住宅地タイプの

変化が見られた(表5-1)。なお、本研究では各住宅

地タイプに平成4年時点で該当する住区のうち、経年的

に見て住宅地タイプが変化した住区の割合を該当率と定

義している。

そして、横軸に人口密度、縦軸に平日1日自動車燃料

消費量をとったグラフ上に4.で住宅地タイプの設定を
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表4-2各住宅地タイプの分類条件と分析に用いる住区数

                            タ住イ宅プ地分類条件霧籍じ箋タ住イ宅プ地分類、件霧聯報)姦タ住イ宅プ地類、蕃聯離)駿タ住イ宅プ地分類条件分_哲冒甫藍じ隻数                            土地利用規制人口密度駅から列車本数都心から土地利用規制人口密度駅から列車本数都心から土地利用規制人口密度駅から列車本数都心から土地利用規制人口密度駅から列車本数都心から
                            CM1低住1一遠一一12SMI低住11一一一10CL1高主12遠少一5しL1調整3『遠少33
                            CM2高住2一一一一7SM2住居1遠一一8CL2高主21一一一2LL2調整3一近一一1
                            CM3調整3一一一一3SM3準工一一一一12Cし3主混1近一一6しL3低住2一一一}2
                            CM4商混}一一一2SM4低住21.2遠一一10CL4主居1遠一一12Lし4調整11近一一4
                            CM5住混1.2一一一14SM5住混2一一一13CL5'斤。一一一一7LL5調整3一遠多}7
                            CM6住商一一一一18SM6近商}一一一4CL6主居1近一一5しし6低住11一一一7
                            CM7住居1.2一一一14SM7調整11遠一一11CL7氏主2一一一一12LL7調整i2一遠一236
                            CM8住居3遠一一9SM8調整11近一一7CL8氏主12近一一3LL8調整12.3,4一一}1                            CL9調i整22β,4一一一3                            CM9工業一一一一3SM9住混1一一一9
                            CM10低住2一一一一8SM10局住11一一一4LL9住居1近一233                            CL10口1一『一2
                            CM11準工一一一一14SM11筒住12近一一3Lし10調整2一近一}3                            Cし11氏主1遠                            CM12高住112一一一6SMI2低住12遠一37CL12量。整3塁近≡≡140LLn高住11一一一8
                            CM13住居3近}一10SMI3低住12遠一1210CL13量詳11一一37LL12低住12β,4一一}6                            CM14高住134一一『11SM14住居1近一『10CL14主混1遠一一11
                            CM15低住1一近一一IISM15住商一一一一12Cし15著。整21遠一一11LL13調整11遠一1.27
                            CM16調整2一一一一7SM16局住2一遠一一8CL16高主12近一一6LL14調整3}遠少1216
                            CM17調整1一一一一12SM17調整3一一一}5CL17高主12遠一14Lし15住混1遠一一8
                            CMI8住居4『一一18SM18商混一一一一4CL18雪ロ'-11一一128LL16住居1遠一2.36
                            CM19工混一一一一5SM19住居2近一一18CL19準工一一一一11しLl7準工一一一}14

                            CM20商業一一}一22SM20工混一『一一7Cし20主居2近一一19高住12.3,4遠少一4                            CM21住混34}一一17SM21局住2一近一}3CL21高主11『一一10
                            CM22近商一一一一2SM22局住12遠一一6CL22工混『一一一14Lし19工混}一『一7

                            氏主134一一一4

                            注1)凡例は表・1参照注2)「・」:区分なしSM23工業一一一一5CL23しL20住居2近一一12
                            SM24住居34一一一21CL24主。一一一一13Lし21住居2遠一}12

                            SM25高住13一一一6CL25高住22β,4一一一12しL22調整11遠『132                            SM26調整i2『一一一9LL23高住2一一一一6

                            SM27低住134一一一9CL26主2、出一一23LL24住混2.3,4一一一6                            SM28低住12近一一7CL27住居2.3,4一一2.37                            SM29高住14一一一1LL25調整2一遠『14

                            SM30調整12.3,4一一一8CL28・P女3一凍一一6LL26住居1近一14                            CL29住混2.3,4一一}15LL27主居1遠一17                            SM31住居2遠一一11Lし28住商一一一一7
                            SM32商業34一一一7CL30。混一一一一6LL29商混一一一}4

                            CL31調整12.3,4一一一6                            SM33住混34一一一15しL30高住12.3,4遠多一3                            SM34商業12一一一10
                            CL32工一、一一一一4                            SM35低住21.2近一一2LL31住居3.4一一一1
                            CL33量。整21近一一3                            SM36低住234一一一6LL32住混1近一一5
                            Cし34氏主11遠一一4                             しL33工業一一一一1
                            CL35氏主11近一一1                             LL34近商一一一一9
                            CL36高主134一一『5

                            Lし35高住12.34近}一0                            CL37。業2近一一10
                            CL38主34一一14

                            LL36商業1一一}4                            CL39P、34一一一5

                            LL37商業2.3,4一一}21                            CL40。業2遠一一6

                            

表5-1調査対象住区数と変化住区数

調査対象主区(a変化住区(b)
1060 97

変化率(%)(b/a)
9.2

行った際に算出を行った住宅地タイプごとの人口密度と

自動車燃料消費量の値をプロットし、平成4年から平成

11年に住宅地タイプの変化が見られた住区のタイプ間

変化を矢印で示した(図5-1～図5-4)。なお、変化

を比較するために2時点の分析を行う際は、平成4年の

データを元に設定を行った住宅地タイプを用いており、

平成11年であっても、住宅地タイプそのものの人口密

度や自動車燃料消費量の変化はない。図には該当率が

20%以上であった住宅地タイプでのみ変化パターンの

矢印を示している。

まず、全体的に見てみると、大都市圏中心都市や大都

市圏衛星都市では、変化パターンの矢印の傾きが小さい

傾向があり、住宅地タイプが変化しても自動車燃料消費

量の大きな変化は見られない。一方で、地方中心都市で

は、変化パターンの矢印は人口密度の減少パターンで特

に傾きが大きく、住宅地タイプが変化することによって

自動車燃料消費量は大きく変化している。住宅地タイプ

のばらつきを見てみると、大都市圏中心都市は、どの住

宅地タイプも公共交通等の整備が非常に進んでいるため、

ほとんどの住宅地タイプで自動車燃料消費量が800cc/

人・日以下である。それに対して、地方中心都市は、商

業地域があるような都心部と、それ以外の地区では公共

交通の整備状況に大きな差があるため、500cc/人・日程
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図5-1住宅地タイプの変化パターン(大都市圏中心都市) 図5-2住宅地タイプの変化パターン(大都市圏衛星都市)

度の自動車燃料消費量の低い住宅地タイプがあるものの

800cc/人・日以上の住宅地タイプも非常に多く、各住宅

地タイプでそれぞれ自動車燃料消費量に大きな差が見ら

れる。また、地方中心都市では一般に公共交通が整備さ

れ自動車燃料消費量が低いような都心部の住宅地タイプ

で人口が減少し、人口が拡散することによって、商業

機能を始めとする都市機能の郊外化が進んでいる

と言われている文9)。そのため、公共交通が整備され

ている住宅地タイプであっても、公共交通の整備がされ

ていない地区に行く必要性が高まっており、自動車燃料

消費量が大きく増加しているのだと考えられる。

次に都市タイプごとにそれぞれ細かく見てみると、ま

ず、大都市圏中心都市ではCM18のような高密でかっ自

動車燃料消費量の少ないような住宅地タイプに変化する

パターンが見られ、元々人口密度の高い住宅地であって

も、人口が増加することにより、あまり大きくはないが

環境負荷低減に効果があることが分かる。

次に、大都市圏衛星都市では、土地利用規制ごとに比

較すると矢印の傾きの傾向に違いが見られ、土地利用規

制の違いが環境負荷に違いを及ぼしていることが伺える。

特に、市街化調整区域が25%以上の住宅地タイプでは

人口密度の減少により大きく自動車燃料消費量が増加す

る傾向が見られた。この用途地域は、他の用途地域と比

べ、規制の緩い用途地域である。このような計画性の低

い住宅地では、人口密度が減少することによって、無秩

序に住宅や店舗の撤退が進んでいることが明らかにされ

ており文10>、このことから、地区内移動であっても自動

車を利用する必要がある状態になってしまい自動車燃料

消費量が増加しているのだと推察出来る。

そして、地方中心都市では、人口密度が減少し自動車

燃料消費量が増加するような変化パターンが多く見られ、

環壕負荷が大きく増加している傾向が見られる。特に住

居地域が60%以上の住宅地タイプではCL27やCL38の

ような元々人口密度の高い住宅地タイプからの人口密度

減少パターンの該当率が高く、高密な住宅地から人口が

減少することにより環境負荷が増加している傾向が見ら

れる。また、商業地域が60%以上の住宅地タイプでは、

CL10のように他の都市タイプでは見られない自動車燃

料消費量の高い住宅地タイプがあり、人口密度の減少に

よって、その自動車燃料消費量の高い住宅地タイプに変

化するパターンも見られる。この都市タイプでは表5-

2を見て分かるように、全体として元々鉄道等の公共交

通が大都市圏の都市ほど整備されていない。実際に高密

な住宅地での人口減少や都心部の商業地域での空洞化に
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図5-3住宅地タイプの変化パターン(地方中心都市) 図5-4住宅地タイプの変化パターン(地方都市)

表5-2都市タイプによる鉄道整備の違い

    都市タイプ1km以内に駅のある住区の割合(%)計(%)
    列車本数200本以上列車本数200本以下

    CM49.811.16◎.9
    SM34.622.857,婆
    CL8.929.438.3
    LL0.039.839.8

より商業施設等の都心部にあった施設が郊外へ転出して

しまっているため文9)、そのような施設に公共交通でア

クセスしにくくなり、自動車燃料消費量が増加している

のだと考えられる。

最後に、地方都市では、元々人口密度が低い住宅地タ

イプが多いが、人口減少が更に進んでおり、環境負荷の

増加につながっている。また、この都市タイプでは人口

密度が増加したとしても、自動車燃料消費量が必ずしも

減少するような状態ではなかった。これは、この都市タ

イプでは、他の都市タイプと比較して自動車燃料消費

量の高い住宅地タイプが多いことから分かるように、

元々自動車を利用することの多い居住者が多いため、た

とえ人口密度が増加したとしてもその状況に変化はない

からであると考えられる。

6.住宅地特性に着目した都市拡散の実態分析

6.1分析方法

ここでは、5.で経年的にみて住宅地タイプの変化が

見られた住宅地タイプにっいて、住宅地特性に着目して

分析を行ない、そこから都市拡散の実態を明らかにする。

そこで、本研究では、特に人口密度変化に影響が大きい

と考えられる、都心からの距離、土地利用規制、最寄り

鉄道駅までの距離と、住宅地整備を行なう際コントロー

ルを行なうことが比較的容易な、最寄り鉄道駅までの列

車本数、最寄りバス停までの距離、路面電車の整備、新

交通の整備、基盤整備の住宅地特性に着目して分析を行

なう。またこのうち、都心からの距離、土地利用規制、

最寄り鉄道駅までの距離、最寄り鉄道駅の列車本数、最

寄りバス停までの距離、基盤整備状況については全国

PT調査の付随調査として調査対象地区ごとにデータが

整備されているためそれを用いる。その他の路面電車や

新交通システムなど、鉄道やバス以外の公共交通の整備

状況の情報は調査されていないため、地図等から独自に

読み取り、データとして整備した。なお、本研究では住

宅地タイプの変化分析を行なうため、住宅地タイプごと
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に該当する住区の住宅地特性の平均値をとり、その値を

各住宅地タイプの住宅地特性とし、レーダーチャートに

示している。ただし、路面電車や新交通システム整備の

有無と基盤整備の有無については、ある住宅地タイプに

該当する住区のうち、それぞれ整備が行なわれている住

区数の割合を算出することで、路面電車・新交通整備率、

基盤整備率としている。

またレーダーチャートは0のラインが都市タイプ全体

の各住宅地特性の平均値となっており、都心からの距離、

最寄り鉄道駅までの距離、最寄りバス停までの距離は値

が平均値より小さければ外側に、基盤整備率、路面電

車・新交通整備率、最寄り鉄道駅の列車本数は値が平均

値より大きければ外側になるように設定している。

なお、分析は全ての都市分類の全ての変化パターンに

ついて行ったが、ここでは特に都市拡散が顕著な地方圏

に着目し、さらに地方中心都市で人口密度の増加が顕著

であったCL14と人口密度の減少が顕著であったCL38

にっいて、また地方都市で人口密度の増加の傾向が顕著

であったLL11と人口密度の減少の傾向が顕著であった

LL24についてのみ掲載している(図6-1、図6-2)。

なお、住宅地タイプの概要が分かりやすいよう、現地調

査で収集した画像とともに示した(写真6-1、写真6

--2、写真6-3、写真6-4)。

6.2分析結果

まず、地方中心都市では、CL38のグラフを見て分か

るように、都心に近く路面電車や新交通が整備されてい

る場所で人口密度の減少が多いことが分かる。また、5.

の分析結果より一般的に都心部によく見られる商業地域

での人口密度の減少も顕著であったため、地方中心都市

では、商業地域や都心部周辺にある住居地域の住宅地で

の人口密度の減少が非常に顕著である傾向が見られる。

そしてその分、CL14のように、基盤整備があまり行わ

れていない計画性の低い住宅地で人口密度が増加してし

まっている。

このようなことから都市コンパクト化には都心部での

人口減少を抑制することが重要であると考えられるが、

人口減少傾向の見られた住居地域では路面電車・新交通

の整備率が高いものの人口密度が減少しており、公共交

通の整備のみで人口を集中させることは出来ないと思わ

れる。このように都心部の公共交通の存在に人口密度増

加が直接リンクしていないのは、この都市タイプでは

元々自動車中心の生活を送っている居住者が多いことや、

商業施設や公共施設が郊外部に整備されているため結局

は自動車中心の生活となり、都心に居住するメリットが

少ないからであると考えられる。

次に地方都市では、LL24のように都心に近い場所で

人口密度の減少が特に進んでいるが、一方でLL11のよ

CLI4:住モ系用
途地域混在
(人口密度増加)
CL38:住居地域
(人口密度減少)

基盤
整備率

路面電車・
新交通
整備率

区心からの
距離

最寄りバス停ま
での距離

最寄り
鉄道駅
までの
距離

最寄り
鉄道駅
の列車
本数

図6-1住宅地タイプごとの住宅地特性の相対的比較

(地方中心都市)
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写真6-1該当する住宅地の画像(CLI4,宇都宮市簗瀬町)

写真6-2該当する住宅地の画像(CL38,徳島市北前川町)

うに都心にも、最寄り鉄道駅にも近くないような場所で

人口密度の増加が進んでいることが分かる。地方都市は

全体的に人口減少が進んでいるものの、このように公共
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交通が利用しにくく、都心からも離れているような場所

では人口密度の増加が見られ、都市の拡散は進行してい

る傾向が見られる。これは、人口の多い場所や都心に近

い場所であっても列車本数の少ないような駅しかないた

め、自動車利用が顕在化してしまっており、都心部や駅

の近くに居住するメリットが少ないことが原因だと考え

られ、地方都市では今後人口減少が続くに従って、人口

がさらに拡散していき低密で環境負荷の高い住宅地が増

加していく可能性があると思われる。

7.人ロ構成変化分析

7,1分析方法

5.では住宅地タイプの変化から人口密度の変化を捉

えた。しかし、人口密度の増減だけでは、各住宅地で高

齢化が進んでいくのか若年層が増加していくのかなどは

分からないため、人口密度のコントロールを行うことが

現実的であるのかを議論することは不可能である。

そこで、各変化パターンに該当する住区の年齢階級別

の人口構成割合を変化パターンごとに平均し、人口構成

の経年的変化を分析する。人口構成は国勢調査の小地域

統計(町丁目単位での集計)が整備されている平成7年

と平成12年の年齢階級別人口を用いる。なお、例えば

平成7年時点で20歳の居住者は平成12年の時点で25

歳となっているため、どの年齢階級で転入や転出があっ

たのかにっいて考察するために平成7年の人口構成に

5歳加え、平成12年の人口構成と比較を行なう。ただ

し、人口構成に5歳加えた際、死亡率は考慮していない

ため、高齢の年齢層では平成7年の人口の方が少し多く

なる傾向がある。

住宅地タイプの変化パターンごとに人口密度の変化と

若年層割合の変化の関係を分析した結果、若年層の増減

が人口密度の増減に影響を及ぼしているという傾向が見

られたため(表7-1)ここではその特徴的な変化が見

られた、CL14、CL38について掲載する(図7--1、図

7-2)。

7.2分析結果

まず、人口密度の増加が見られたCL14の人口構成の

変化を見てみると20歳代の若い世代で人口のピークが

見られ、人口の増加も20歳代を中心に見られる。この

ように、駅からも都心からも近くない住宅地タイプであ

っても、若年層を中心に転入が進んでおり、この世代の

移動が都市の拡散に影響を及ぼしていることが分かる。

次に人口密度の減少が見られたCL38の人口構成の変

化を見てみると、平成7年時点ですでに高齢化率が高い。

また20～34歳の年齢階級の人口が減少しており、若年

層を中心に人口減少が進んでいるが、その親の世代であ

る45歳以上の年齢階級の人口は減少していない。この
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図6-2住宅地タイプごとの住宅地特性の相対的比較

(地方都市)

擁鹸

写真6-3該当する住宅地の画像(LL11,新居浜市中萩町)

写真6-4該当する住宅地の画像(LL24,伊万里市二里町八谷搦)

ことから、今後はより一層高齢化が進み、若年層の転出

も進んでいるため少子化も進行していくと考えられ、都

心に近い住宅地タイプであっても人口密度の減少は進行
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していくと思われる。

8.おわりに

本研究では、町丁目レベルの住宅地をタイプ分類し、

そのタイプの経年変化を明らかにすることで、都市の拡

散に伴う交通環境負荷の変化を明らかにすることができ

 た。

分析の全体的な考察より、大都市圏中心都市や大都市

圏衛星都市のような規模の大きい都市タイプでは、人口

密度が変化したとしても自動車燃料消費量はあまり変化

せず、逆に地方中心都市では、人口密度の変化が自動車

燃料消費量の変化に非常に大きな影響を与えることが明

らかになった。また、地方都市では、元々人口密度が低

い住宅地タイプが多いが、人口減少が更に進んでおり、

地方中心都市ほど急激ではないものの自動車燃料消費量

は増加傾向にあることが明らかになった。そして、例え

ば都心部とその他の地区では公共交通の整備状況に差の

見られる地方中心都市では都心部にあるような住宅地で

人口密度が減少することにより大きく環境負荷が増大す

る傾向が見られ、他の多くの都市タイプにおいても人口

密度が減少することにより環境負荷が増大する傾向が見

られた。このようなことから、都市コンパクト化のため

には人口減少抑制を行うことが非常に重要であると考え

られる。そしてその際、特に20代、30代の若年層の動き

が人口密度変化の重要な要因となっていることが人口構

成変化分析から明らかになった。

土地利用規制別に見てみると大都市圏衛星都市では、

市街化調整区域等の規制の緩い住宅地で、また、地方中

心都市では商業地域の空洞化によって、環境負荷が増大

する傾向も見られ、これらの土地利用規制の住宅地で計

画的に人口密度をコントロールすることが、都市コンパ

クト化のためには非常に重要であると思われる。

なお、本研究は1人当たりの環境負荷の変化を明ら

かにしたが、日本全体の環境負荷の変化を見る場合、全

国に各住宅地タイプがどれだけあるのかを把握する作業

を実施すれば論理的には明らかにすることが可能である。

今後の課題としては、本研究では土地利用規制や都

市タイプに着目して分析を行なったが、公共交通の利便

性や都心部からの距離等、他の指標も各住宅地の人口密

度や交通環境負荷の変化に影響を及ぼしていると考えら

れるので、それらの指標を用いて、より詳細に分析を行

なうことが都市コンパクト化実現のためには必要である

と思われる。また、本研究では住区全体の人口密度の変

化のみで分析を行なったが、人口構成の変化を考慮する

ことで、今後の人口密度や環境負荷を分析することも考

えられる。

表7-1人ロ密度変化と若年層の変化の関係

   人口密度が増加した変化パターン数人口密度が減少した変化パターン数
   20・30歳代割合が増加した変化パターン数74
   20・30歳代割合が減少した変化パターン数313
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30～34歳
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圏田2
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図7-1人口構成の変化:CLI4

(地方中心都市・住宅系用途地域混在・人口密度増加)
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臨
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翻H12
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図7-2人口構成の変化:CL38

(地方中心都市・住居地域600/o以上・人ロ密度減少)
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